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第１章 計画の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 
・ 国民皆保険制度を堅持し、持続可能な医療保険制度を構築していくためには、県民・

患者の視点に立って、県民の健康の保持・増進や良質かつ適切な医療を効率的に提供

する体制の確立に努め、医療費の適正化を実現していく必要があります。 

・ 県・市町・保険者・医療機関・県民等の関係者が、それぞれに必要な取組を認識し、一

体となって医療費の適正化を目指していくため、栃木県医療費適正化計画（３期計画）

を定めるものです。 

２ 計画の基本的事項 

目 的 

県民の健康の保持・増進を推進するとともに、良質かつ適切な医療を効

率的に提供する体制を確保することにより、医療費適正化を総合的かつ

計画的に推進する 

性 格 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、厚生労働大臣の定める医療

費適正化基本方針に即する、本県の医療費適正化の総合的な推進に関す

る基本・実行計画 

計画の期間 
平成 30（2018）年度を初年度とし、平成 35（2023）年度を目標年度と

する 6 か年計画 

対策の柱 

この計画では、主に次に掲げる施策を行う 

◇県民の健康の保持・増進に関し、取り組むべき施策 

◇医療の効率的な提供の推進に関し、取り組むべき施策 

３ 計画の基本理念 

①県民の生活の質を確保・向上する形で、良質かつ適切な医療の効率的な提供を目指

します。 

②医療費適正化のための取組によって、高齢者の医療費の伸び率を中長期にわたっ

て徐々に下げていくなど、超高齢社会に対応します。 

③毎年度（初年度を除く。）、目標及び施策の達成状況の評価を適切に行います。 

４ ３期計画のポイント 
［新たな目標の設定］ 

・新たな目標として、糖尿病重症化予防や高齢者の健康づくりの推進、後発医薬品の

使用割合、医薬品の適正使用の推進等を設定し、取組を推進します。 

［医療費見込みの設定］ 

・目標を達成した場合の医療費見込みを新たに入院・入院外に分けて設定し、実績医

療費や目標の達成状況について評価を行います。 

［県の役割］ 

・平成 30（2018）年 4 月以降、県が国民健康保険の財政運営の責任主体となること

を契機として、市町や保険者による地域の予防（介護予防）、健康づくりに係る機能

強化に向けた支援を行い、医療の効率的な提供に向けた施策を総合的に推進します。  
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第２章 医療費を取り巻く現状と課題 

１ 超高齢社会の到来と保険者への期待 

（１）人口の推移と将来推計 

・我が国は、平成 27（2015）年の国勢調査では高齢化率が 26.3％となり、超高齢社会と

なっています。高齢者人口は今後も増え続け、平成 37（2025）年には 30％、平成 52

（2040）年には 35％が 65 歳以上の高齢者になると予測されています。 

・本県の総人口については、平成 27 年の国勢調査では 197 万 4,255 人となり、平成 52

年には 164 万人になると予想されています。 

市町別の高齢化率の将来推計 

【資料：平成 29年は「栃木県の人口」、平成 37年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年 3月推計）」】  

（２）高齢者を取り巻く状況 

・加齢に伴い、身体機能の低下や基礎疾患の悪化が起こりやすくなり、転倒・骨折、呼

吸器疾患や生活習慣病の重症化などが、要介護状態を招く原因となります。 

年齢層別、疾患別の介護が必要となった主な原因（全国） 

【資料：厚生労働省「平成28年度国民生活基礎調査(介護票)」】 

（３）保険者機能の強化 

・医療保険、介護保険双方で、保険者機能強化に向けたインセンティブ強化が図られ

るなか、平成 30（2018）年 4 月以降、県が国民健康保険の財政運営の責任主体とな

ることを契機に、地域の予防（介護予防）、健康、医療等の施策推進について、県の

積極的な関わりが期待されています。 
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２ 県民の健康や受療の状況 

（１）県民の健康の保持・増進 

① 生活習慣病患者の増加 

・生活習慣病の原因となる肥満、食塩摂取量、運動習慣、喫煙などは、特に働く世

代において大きな課題となっていますが、長年の生活習慣の積み重ねにより疾病

が引き起こされることを考えると、予防のための取組はすべての年代において必

要です。また、生活習慣病を発症した場合、その重症化や合併症を防ぐことは、そ

の後の療養生活の質を保つためにも重要です。 

② 高齢化に対応した予防 

・高齢化に伴い、運動器疾患や呼吸器疾患による患者、要介護者が増加しているこ

とから、運動器症候群（ロコモティブシンドローム）の予防や高齢者の歯と口腔

機能の維持向上（オーラルフレイル予防）等、高齢者自身が自らの予防に留意す

るとともに、市町等において予防（介護予防）の取組を推進することが必要です。 

③ 特定健康診査・特定保健指導実施率の低迷 

・保険者において、40～74 歳を対象とした特定健康診査・特定保健指導が実施さ

れていますが、働く世代を中心にその実施率は十分とは言えません。 

・生活習慣病予防のためには、健診・保健指導を活用し、生活習慣の問題を明らか

にし、その改善を支援していくことが重要であり、実施率の向上に向けた取組が

必要です。 

本県の総患者数の推移（平成20年～平成26年）  

【資料：厚生労働省「患者調査」】 

平成20(2008)年 平成23(2011)年 平成26(2014)年

高血圧性疾患 127 153 190

筋骨格系及び結合組織の疾患 66 75 73

糖尿病 39 50 55

高脂血症（脂質異常症） 25 33 27

悪性新生物 24 23 22

脳血管疾患 19 18 14

虚血性心疾患 11 13 13

慢性腎不全 4 8 7
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（２）医療の効率的な提供 

① 医療機能の分化・連携 

・将来の医療需要の変化に対応した体制を効率的・効果的に構築するためには、栃

木県地域医療構想を踏まえ、現在の医療資源を最大限に活用し、病床機能の分化

及び連携等の取組を促進していく必要があります。 

本県の入院医療と在宅医療等の需要の将来推計（医療機関所在地） 

 

【資料：栃木県地域医療構想（平成28年3月）】 

② 重複・頻回受診や重複投薬・多剤服薬への対応 

・高齢者では、加齢に伴う生理的機能の低下により、治療の長期化や複数疾病の罹

患といった特性による、複数の医療機関への受診や頻回受診の傾向がみられ、多

剤服薬者の割合も、高齢者で高くなっています。 

・重複投薬や服用薬剤の種類が多くなることにより、薬による健康被害が発生する

頻度が高くなる恐れがあるとともに、残薬の発生が指摘されています。患者にと

って安全かつ効果的な服薬に資するよう、処方医と連携した、かかりつけ薬剤

師、薬局等による医薬品の適正使用の取組を推進していく必要があります。 

処方薬剤種類数15剤以上の者の年齢層別内訳（平成25年10月） 

 

【資料：厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」により栃木県作成】 
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３ 医療費の動向 

（１）本県の状況 

・本県の医療費は、平成20（2008）年度には4,984億円でしたが、平成27（2015）年度

には6,008億円となり、7 年間で1,024億円、20.5％増加しています。 

・本県の一人当たり医療費は全国値より少なくなっています。このうち、診療種別に

見ると、本県は、医科入院、歯科、調剤は全国値より少ないものの、医科入院外は

全国値より多くなっています。 

本県の一人当たり年間医療費（入院、入院外、歯科及び調剤別） 

【資料：厚生労働省「平成 27 年度国民医療費」】 

（２）年齢階級別医療費の状況 

・栃木県国民健康保険団体連合会が、平成 28(2016)年 6 月審査分として取り扱った

県内全市町の国民健康保険及び後期高齢者医療のレセプト（医科・歯科）では、年

齢が高くなるにつれて、医療費に占める生活習慣病の割合が高くなっています。 

・高齢者においては、特に骨折や肺炎が占める割合が高くなっています。 

栃木県市町国保及び後期高齢者医療における年齢階級別入院・入院外医療費 

＜国民健康保険分＞             ＜後期高齢者医療分＞ 

【資料：栃木県国民健康保険団体連合会「平成28年度国民健康保険疾病分類統計表・平成28年6月審査分」及び 

栃木県後期高齢者医療広域連合「後期高齢者医療疾病分類表・平成28年6月審査分」に基づき栃木県作成】 
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本　県 全　国
304千円（41位） 333千円

うち医科入院 104千円（41位） 123千円
うち医科入院外 117千円（24位） 114千円
うち歯科 19千円（41位） 22千円
うち調剤 54千円（42位） 63千円

一人当たり年間医療費

（注）　（　）内は全国における順位。
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第３章 計画期間における目標と医療費の見込み 

１ 数値目標と施策目標 

【県民の健康の保持・増進】 

項 目  
数値目標 

（平成 35 年度） 
ベースライン 

特定健康診査実施率 70％以上 
48.1％ 

（平成 27 年度） 

特定保健指導実施率 45％以上 
19.0％ 

（平成 27 年度） 

特定保健指導対象者の割

合の減少率（平成 20 年度比）
25％以上 

14.3％ 

（平成 27 年度） 

がん検診受診率 
胃・大腸がん  50％以上 

肺・乳・子宮頸がん 

 60％以上 

胃 43.2%、大腸 44.3%、 

肺 51.9%、乳 48.2%、子宮頸 44.0% 

（平成 28 年度） 

かかりつけ医と連携した

糖尿病重症化予防に取り

組む保険者数 

保険者の半数以上1 
８保険者 

（平成 28 年度） 

 

項 目  施策目標（平成 35 年度） 

喫煙対策の推進 
喫煙率や受動喫煙の機会を減少させるような喫煙

対策に取り組む 

高齢者の健康づくりの

推進 

虚弱や要介護状態を予防するための健康づくりや

介護予防に取り組む 

予防接種の接種率向上 
予防接種の接種率向上に向けた効果的な普及啓発

に取り組む 

食生活の改善や運動習

慣の定着 

健康長寿とちぎづくり県民運動等の推進により食

生活の改善や運動習慣の定着の促進に取り組む 
 

【医療の効果的な提供の推進】 

項 目  
数値目標 

（平成 32 年 9 月） 
ベースライン 

後発医薬品の使用割合 

（数量シェア） 
80％以上 

68.4％ 

（平成 28 年度） 
 

項 目  施策目標（平成 35 年度） 

地域医療構想の推進 
病床機能の分化及び連携、地域における医療・介

護の体制整備の推進 

医薬品の適正使用の推

進 

医薬品の適正使用の推進に向けて、患者や医療関

係者に対する普及啓発、保険者による取組の推進 

２ 計画期間における医療費の見込み 

・本計画では、県民の健康の保持・増進や医療の効率的な提供の推進に関する目標達

成に向けた取組を推進することにより、その結果として、医療費の伸びが抑えられ

るものと考えています。 

・平成 35(2023)年度における医療費の見込みは、本計画に掲げる目標を達成した場

合には、7,204 億円となり、82 億円の医療費が抑制できると見込まれます。 

                                                   
1 平成 28（2016）年度の栃木県保険者協議会の構成保険者数は 42 
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第４章 目標達成のための取組と関係者の役割 

【県民の健康の保持・増進】 

項 目 取組と関係者の役割 

保険者による保健事業

の推進 

 特定健康診査・特定保健指導の効果的な実施 

 データヘルス計画、糖尿病重症化予防プログラム等に基

づく生活習慣病予防の実施 

 保険者の連携・協力による効果的な保健事業等の実施 

市町による健康づくり

や介護予防、予防接種

に関する取組の推進 

 健康教育・相談、訪問指導、各種検診等の健康増進事業や

高齢者のニーズに応じた介護予防事業の実施 

 予防接種法に基づく定期の予防接種の実施 

健康長寿とちぎづくり

の推進 
･県民運動を通じ、企業・団体等との連携を強化しながら、効

果的な施策を検討・展開 

 

【医療の効果的な提供の推進】 

項 目 取組と関係者の役割 

病床機能の分化及び連

携並びに地域における

医療・介護の体制整備

の推進 

･病床機能の分化及び連携の推進 

･地域における医療・介護の体制整備 

後発医薬品の安心使用

の促進 

･患者や医療従事者が安心して後発医薬品を選択すること

ができる環境整備 

･保険者による加入者への後発医薬品の差額通知等の取組 

医薬品の適正使用の推

進 

･医療関係者による患者の服薬情報の一元的・継続的な把握

や在宅での対応を含む医学薬学的管理・指導の実施 

･保険者による加入者の適正受診・適正服薬を促す取組 

【県の役割の強化】 

・平成30（2018）年4月以降、県が国民健康保険の財政運営の責任主体となることを契

機に、予防・健康、医療、介護の施策を推進する役割をより的確に発揮できるよう、保

険者の機能強化に向けた支援や施策横断的な取組の充実を図り、県民の健康の保持

や医療の効率的な提供に向けた取組を推進する。 

【県民の役割】 

・「自分の健康は自分でつくる」という意識をもち、加齢に伴って生じる心身の変化等

を自覚して常に健康の保持・増進に努める。 

・健康診査の結果等に留意しながら、適度な運動・休養、バランスのとれた食事や禁

煙など健康な日常生活の実践に努める。 

・信頼関係のあるかかりつけの医師の下での症状に応じた適切な医療を受ける。 
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第５章 計画の推進 

１ ＰＤＣＡサイクルに基づく計画の推進 

県は、県内の医療費の実態を把握するため、医療費のデータや市町及び保険者におけ

る医療費適正化に関連する取組状況を把握し、計画の進捗状況の管理、評価を行います。 

計画の進捗管理等の流れ 

 

２ 計画の周知 

医療費の適正化を実現するためには、県、市町、保険者、医療機関、県民等の関係者

が、自らの役割を十分に認識し、互いに連携・協力しなければなりません。 

県は、関係者が本計画に基づく医療費適正化に向けた施策・取組を展開できるよう計

画の周知に努め、その理解と行動を求めていきます。 

また、県政出前講座等で直接県民に計画の内容を周知するなど、あらゆる機会・手段

を通じて県民の理解促進に努めます。 

 
３ 計画の推進体制 

医療費適正化計画に掲げた取組は、庁内の関係各課を横断して取り組む課題に係る

ものが多いことから、関係各課間で十分に情報の共有化を図り、より効果的に推進する

とともに、「栃木県保健医療計画」や「とちぎ健康 21 プラン」、「栃木県高齢者支援

計画」、「栃木県国民健康保険運営方針」等との調和を図りながら、計画を推進してい

きます。 

 


